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概要

インターネットでは, 今日, トラフィック量の急速な増加が予想されるため, 効率的なコ
ンテンツ配信として, 各ルータにおいてコンテンツをキャッシュし, コンテンツ名を主体と
した通信である, 情報指向ネットワーク (ICN: information-centric networking)の導入が
広く検討されている. ISPはインターネット全体への接続性を確保するため, トランジッ
ト ISPと接続を行ない, トランジット ISPはトラフィック量に応じたトランジット費を得
ているが, ICNの導入にあたり, ISP間の交流トラフィックパタンが変化するため, ICN導
入が各 ISPの利益に影響を与える. また, ICNの導入は各 ISPの判断に基づくため, ICN

の普及可能性を明らかにするためには, ICN導入による各 ISPの利益への影響を分析する
必要がある. これまでの研究では, 階層的な ISP間のトポロジ構造を対象に, ICNを徐々
に導入していった場合の各 ISPの利益に与える影響が分析されており, ICN導入を促進す
るためには, インセンティブが必要であることが予想できる [13][14]. ICN普及のためのイ
ンセンティブ付与を実現するシステムとして，収益が増加する ISPから増加収益の一部を
徴収して基金を作り, 収益が減少する ISPに基金から補助金を付与することが有効である．
そこで本研究では, 階層型 ASトポロジを想定したときの，各 ASの ICN導入が他 ASの
利益に与える影響を解析的に導出する．
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第1章 序論

1.1 研究の背景
現在のネットワークの環境では, IPアドレスを用いて, サーバがクライアントへ, ルータ

といったネットワーク機器を用いてパケットを転送することが一般的である. これは, 通
信に際して, コンテンツ名と IPアドレスを変換する名前解決のためのオーバーヘッドが
発生する.　また, 昨今, インターネットではテキストや画像のやりとりだけでなく, 動画
や音声のような大容量のリッチコンテンツとよばれるものが主流になっており, YouTube

や Netflixなどに代表される動画事業者からの配信といったように, 大容量, 低遅延のコ
ンテンツ配信の需要が大きく増加している. 以上からトラフィックの急激な増加が予想さ
れるため, 効率的なコンテンツ配信として, 各ルータにおいてコンテンツをキャッシュし,

コンテンツ名を主体とした通信である, 情報指向ネットワーク (ICN: information-centric

networking)の導入が広く検討されている. ICNでは, コンテンツ要求元が interestを送出
したとき, 各経路上ルータはコンテンツ名で転送する. この時, 要求コンテンツがルータ
内でキャッシュされている場合には interestを転送せずに, コンテンツを直接配信する. こ
れにより, 名前解決のためのオーバーヘッドを回避し, また, よりユーザに近い位置からの
効率的なコンテンツ配信が可能となることで, 遅延時間や NW負荷の軽減が期待できる.

インターネットは異なる組織によって運用される多数のNW（AS：Autonomous System)

を相互に接続し構成されているが, 各 ASはインターネット全体への接続性を確保するた
め, トランジット ISPと接続を行なう. トランジット ISPはトラフィック量に応じたトラ
ンジット費を得ているが, ICNの導入にあたり, ISP間の交流トラフィックパタンが変化す
るため, ICN導入が各 ISPの利益に影響を与える. また, ICNの導入は各 ISPの判断に基
づく. そのため, ICNの普及可能性を明らかにするには, ICN導入による各 ISPの利益へ
の影響を分析し, 普及促進の方法を検討する必要がある．

1.2 研究の目的
ICNの導入は, 各 ISPによって独立して判断され, 利益が見込まれない場合, ISPは, ICN

を導入しないといえる. これまでの研究では, 階層的な ISP間のトポロジ構造を対象に, す
べての ISP, または, 一部の ISPのみが ICNを導入した状態での ICN導入が, 各 ISPの利
益に与える影響を分析した. その結果, 利益の減少する ISPと増加する ISPがあり, ICN

導入を促進するために収益が増加する ISPから, 収益が減少する ISPへのインセンティブ
が必要であることが分かった. しかし, インセンティブを支給する仕組みについては未検討
である. ICN普及のためのインセンティブ付与を実現するシステムとして，収益が増加す
る ISPから増加収益の一部を徴収して基金を作り, 収益が減少する ISPに基金から補助金
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第 1章 序論 4

を付与することが有効である．そこで本研究では, 普及促進の方法を検討するために，階
層型ASトポロジを想定したときの，各ASの ICN導入が他ASの利益に与える影響を解
析的に導出する

4 立命館大学情報理工学部



第2章 想定条件

2.1 モデル化
各 ISPの利益に与える影響を分析するための, 本稿で想定するAS間の階層的な ISP間

のトポロジ構造や, 各種条件, 設計のモデル化について説明する.

2.1.1 コンテンツ
大容量のM 個のリッチコンテンツが全ASのNW上で提供されている環境を想定する.

各コンテンツのサイズは L(Mbytes)で均一とし, 各ユーザの月間平均視聴回数を d, 各コ
ンテンツmが一定の確率 qmで選択されるとする。各コンテンツは qmの降順で割り当て,

q1が最も人気度の高いコンテンツ, qM が最も人気度の低いコンテンツの要求比率となる
ものとする. ならびに, Qmを qmの累積分布とする (Qm)=

∑m
i=1 qi). またユーザの総数を

U1, CP（contents provider）の総数を U2とする。

2.1.2 トランジット費
多くの ISPはトランジット契約をした ISPに対して，月間にトランジットリンク上に流
れたデータ転送レートに応じた料金を課金する．月間のトランジット費 T はデータ転送
レート V (Mbps)の 0.75乗に比例し T = 100V0.75 で近似できる [2]. また, V は平均転送
レートの 3倍と仮定する [3]. また, リンク上には providerから customerに向かう downhill

方向と, customerから providerに向かう uphill方向の各々にトラフィックが流れるが，V

の大きな方向の値に基づく場合 (max model) と，両方向の合計値に基づきトランジット
費を算出する場合 (sum model) がある [11]. リンクを downhillと uphillの各々の方向に
月間に流れるコンテンツの配信回数を, それぞれ, Dd, Duとするとトランジット費算出に
用いられる V の値は, V = (3 × 8LD)/(30 × 24 × 3600) = 1.08 × 10−5LDとなる．ただ
しDは，

D =

{
max(Dd, Du), max model

Dd +Du, sum model
(2.1)

で与えられ，月間のトランジット費 T は次式で得られる．

T = 100
{
1.08× 10−5LD

}0.75
(2.2)

5



第 2章 想定条件 6

2.1.3 ネットワークコスト
各 ISPはNWの構築・運用コストを負担する必要があり，自NW上でコンテンツを 1回配

信するごとにκの配信コストが発生すると仮定し，月間の ISP間のトランジット費を配信コ
ストに適用する．2013年の米国における1Mbpsあたりの平均トランジット価格は1.57 USD

であり [7]，商用VoDサービスにおけるピーク時の需要量は平均量に対して約 1.8倍である
例が報告されていることから [12]，κ = (1.57×1.8×8L)/(30×24×3600) = 8.72×10−6L

で与える．

2.1.4 キャッシュコスト
ICNを用いる場合には，各ルータにおいてキャッシュメモリを導入し, そのコストを負

担する必要がある．DRAMを用いること，キャッシュメモリを 3年で置き換えることを想
定し，1Mbytesあたりのメモリコストを 0.016 USDとすると [9]，容量がB(単位はコンテ
ンツ数)のキャッシュメモリのコストは 0.016LB/36 = 4.44× 10−4LB(USD)となる．

2.1.5 AS間トポロジ
二つのASが接続するときの形態は，転送データ量に応じたトランジット費を徴収する

トランジット接続と，両者料金支払いのないピアリング接続とに分類できる．二つのASの
規模が大きく異なるような場合，大きな方が providerとなり相手ASにトランジットサー
ビスを提供する．もう一方のASは customerとなり，providerに対してトランジット費を
支払う．一方，トランジット費の受け渡しが発生しないピアリング接続は，同程度の規模
のASが接続する際に用いられることが多い．
二つのAS，xと yが，xが providerとして，yが customerとしてトランジット接続を

する場合，xから見たときの両者を接続するリンクを provider-to-customer (p2c)リンク
と，yから見たときには customer-to-provider (c2p)リンクと呼ぶものとする．このため
同一のトランジット接続リンクが，一方にとっては p2cリンクに，他方にとっては c2pリ
ンクとなる．一方，ピアリング接続で二つの ASを繋ぐリンクを peer-to-peer (p2p)リン
クと呼ぶことにする．レイヤ kのAS(以後，LkASと表記)xが Lk+1AS yに対して p2cリ
ンクを有する場合，yは xに対して c2pリンクを有することになり，両端のASの一方に
とっては p2cリンクであり，他方のASにとっては同一のリンクが c2pリンクとなる．
CAIDAのWebサイトで公開されているAS間のトポロジに関する以下の二つのデータ

を用いてASトポロジをモデル化している [1]．

as rel file BGPテーブル情報 (RouteView)と，AS間のルーティングポリシィ情報 (IRR:

Internet Routing Registries)から 2005年に推定したAS間トポロジデータを用いて，
文献 [5]の方法で 18,967個のAS間に存在する 85,136のリンクを p2p，p2c，c2pの
三つに分類したデータ

as2attr file 上記AS間トポロジデータを用いて，文献 [6]の方法で 19,537個の各ASの
属性を，Large ISPs，Small ISPs，Universities，IXPs，NICs，Customersに分類
したデータ

6 立命館大学情報理工学部



第 2章 想定条件 7

上記二つのデータを用いて，AS間のトポロジをツリー型の階層トポロジでモデル化す
る [13]．結果，17,143のASは 7つのレイヤに分類されている. 各レイヤに分類されたAS

の数を as2attrの各AS属性に対してまとめたものが, 表 2.1になる.

表 2.1: Number of ASes classified into each layer in each AS type

Layer Large ISPs Small ISPs Universities Customers

1 10 39 0 0

2 33 2,090 189 5,123

3 1 2,574 390 4,529

4 0 668 110 1,202

5 0 60 4 106

6 0 3 0 9

7 0 2 0 1

Universities ASとCustomers ASはユーザやCPを収容するNWとみなせる．また, 目
的はトランジット費の分析であるため，ASトポロジの構成ASとしてLarge ISPsと Small

ISPsのみを考える．そのためASと ISPを同じ意味で用いる．17,143のASのうち Large

ISPsもしくは Small ISPsに分類された 5,473の ASに対して，各々にレイヤを割り当て
たときの分類AS数は以下のようになる.(表 2.2)

表 2.2: Number of ASes classified into each layer when considering only large ISPs and

small ISPs
Layer Large ISPs Small ISPs Total

1 10 39 49

2 33 2,090 2,123

3 1 2,564 2,565

4 0 669 669

5 0 64 64

6 0 2 2

7 0 1 1

大部分の Large ISPsと Small ISPsは，レイヤ 1～3のいずれかに割当られることから，
これら 3つのレイヤに分類された 4,737のASを用いてAS間トポロジをモデル化する．す
なわちレイヤ数はK = 3で，各レイヤ kのAS数はN1 = 49，N2 = 2, 123，N3 = 2, 565

となる．そして gpck ，gcpk ，gppk を各々，各 LkASの，Lk+1ASに対する平均 p2cリンク数，
Lk−1ASに対する平均 c2pリンク数，LkASに対する平均 p2pリンク数と定義する．4,737

のASの接続構造から算出した gpck ，gcpk ，gppk の値をまとめたものは, 表 2.3になる.

各 LkAS(1 ≤ k ≤ K − 1)は各 Lk+1ASと各々，均一な確率 gpck /Nk+1で p2cリンクを有
すること，同様に各 LkAS(2 ≤ k ≤ K)は各 Lk−1ASと各々，均一な確率 gcpk /Nk−1で c2p

リンクを有する. また, 各 k(1 ≤ k ≤ K)の各 LkASは，同一のレイヤ kに属する他の各
ASと，均一な確率 gppk /(Nk − 1)で p2pリンクを有することを想定している．

7 立命館大学情報理工学部



第 2章 想定条件 8

表 2.3: Average number of links of each type from each AS

Layer gpck gcpk gppk

1 440.41 0.00 3.27

2 10.14 10.16 5.72

3 0.00 8.40 0.46

2.1.6 CP, ユーザの収容パタン
コンテンツを提供するCPとコンテンツを要求するユーザについて,Universitiesもしくは

Customersに分類されたASに対して均一に，CPとユーザは収容されていると仮定する．
表 2.1において，レイヤ kに割当られた Universitiesもしくは Customers ASは Lk−1AS

に対して c2pリンクを有することから，LkASに収容された CPとユーザの比率Wk は，
W1 = 0.460，W2 = 0.426，W3 = 0.114となる．また各レイヤ kにおいて，Nkの各ASは
均一にCP・ユーザを収容しているものとし，各CPの提供コンテンツに対する要求比率と，
各ユーザの配信要求発生レート, 各コンテンツの選択確率はそれぞれ均一であると想定す
る．このとき，コンテンツの配信要求が発生したときに，その要求元ユーザと，要求コン
テンツのオリジナルを保有する CPが各 LkASに収容されている確率 ωk は ωk = Wk/Nk

となる．

2.1.7 キャッシュ設計
各ルータにキャッシュが設置されるため，AS間の交流トラヒックは，AS内のトポロジ・

各ルータのキャッシュ容量・キャッシュ運用ポリシィ等の影響を受ける．ICNを導入してい
る各ASは自NW内の全てのルータ間でキャッシュ情報を交換することで，各ルータでの
キャッシュコンテンツの重複を回避しつつ，到着した Interestに対するコンテンツを任意
のルータが保有する場合には，そのルータに Interestが転送され，要求元にコンテンツが
送信されるものとする．そのため，各ルータのキャッシュ容量や AS内のトポロジについ
ては考慮せず，各 ASの全ルータのキャッシュ総容量 Bのみを考える (単位はコンテンツ
数)．同一のレイヤに割当られたASは全て同一のBを有するものとし，各 LkASのキャッ
シュ容量を Bk とする．上位のレイヤに属する ASほど規模が大きなことが予想されるた
め，Bk > Bk+1(1 ≤ k ≤ K − 1)を想定する．

2.1.8 ASポリシーの仮定
provider ASは customer ASに対してインターネット全体に対する到達性 (トランジッ

ト)を提供する義務があることから，受信した全ての経路を広告する [10]．またピアリン
グ接続をしている二つのAS間には，通常，互いのトラヒックを自由に無償で送受信でき
るため，各 ASは p2p接続先の ASに対しても受信した全ての経路を広告する．一方で
customer ASは provider ASに対して経路を広告すると，c2pリンク上の downhill方向の
トラヒック量が増加することから，経路を広告しない．しかし，自身から p2cリンクのみ

8 立命館大学情報理工学部



第 2章 想定条件 9

を経由して到達できる全ての AS(CC:customer coneと定義 [5])が収容するユーザや CP

のオリジナルサーバのインターネットへの到達性を保障する義務があることから，これら
のアドレスに対しては provider ASに広告する．最上位の L1ASは自身の customerに対
してインターネットへの到達性を保障する必要があることから，全 L1AS間で完全に経路
情報が交換される．
　各 AS は，p2p 接続先の peer AS，p2c 接続先の customer AS，そして c2p 接続先の
provider ASの複数から経路広告を受けているアドレスに対する Interestを受信した場合
には，p2c接続先 (トランジット費が得られる)，p2p接続先 (トランジット費の受払が生じ
ない)，c2p接続先 (トランジット費を支払う)の優先順位で Interestを転送する．本ポリ
シィの結果，AS間経路は経由最上位レイヤが kであるとき，配信サーバからLkASに到達
するまでは c2pリンクのみを経由し，レイヤ kでは単一のASか，もしくは p2pリンクを
用いて複数のASを経由した後，p2cリンクのみを経由して要求元のユーザにコンテンツが
配信される．このようなAS間経路の特徴はValley-freeルーティングとして知られている
[8]．ICNを用いているASは，自NW内を流れたコンテンツをルータにおいてキャッシュ
するか否かを自由に判断することができる． provider ASから c2pリンクを downhill方向
に転送されてきたコンテンツをキャッシュすることで，次回以降，自身の CCから同一の
コンテンツに対する Interestを受信した場合には，provider ASに Interestを転送するこ
となく，自身のキャッシュから該当コンテンツを配信することができ，その結果，c2pリン
クを downhill方向に流れるトラヒック量を削減することが可能となる．そのため provider

ASから受信したコンテンツは自NW内でキャッシュする [4][10]．一方，customer ASか
ら p2cリンクを uphill方向に転送されてきたコンテンツをキャッシュすると，同一コンテ
ンツに対する Interestが providerや peer ASから到達した場合に，自身の p2cリンクを
uphill方向にコンテンツが流れず，customer ASからのトランジット収入が減少するため
キャッシュしない [4][10]．また peer ASから受信したコンテンツについても，p2pリンク
上を流れるトラヒックについてはトランジット費が発生しないことから，キャッシュ資源
を節約するためにキャッシュしない [4]

2.2 各AS間の利益の導出
まず, 2.1節で述べた想定条件に基づき，部分的に ICNを導入した場合の，AS間のリン
ク上に発生するトラヒック量を導出する. LkASが ICNを導入している確率を Pk とする
と, 各 LkASの各 c2pリンクを配信フローが uphill方向に通る確率 Fu,k, c2pリンクを配信
フローが downhill方向に通る確率 Fd,k, peerASもしくは, 自身の収容CPから配信フロー
が通る確率 Fp,k, はそれぞれ以下のようになる [13][14].

Fu,k =
K∑
r=1

K∑
s=k

k−1∑
t=1

Gr,s,t
WrWs

Nkg
cp
k

[
r∏

n=t

(1− Pn) +
r∑

m=t

m−1∏
n=t

(1− Pn)Pm{1−Q(σm)}] (2.3)

Fd,k =

K∑
r=1

K∑
s=1

ϕr,s,kWrWs[

r∏
n=k

(1− Pn) +

r∑
m=k

m−1∏
n=k

(1− Pn)Pm{1−Q(σm)}] (2.4)

Fp,k =
K∑
r=1

K∑
s=1

µr,s,kWrWs[
r∏

n=k+1

(1− Pn) +
r∑

m=k+1

m−1∏
n=k+1

(1− Pn)Pm{1−Q(σm)}](2.5)
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第 2章 想定条件 10

ただし, Gr,s,tは, ユーザがレイヤ r, CPがレイヤ sのときに, 配信フローの経由最上位レ
イヤが tとなる確率である. ϕr,s,k と, µr,s,k は, それぞれ, ユーザがレイヤ r, CPがレイヤ
sのときの, 各 LkASの c2pリンクを配信フローが通る確率と, 各 p2pリンクや自身の収容
CP から配信フローが流入する確率である. また, LkASのキャッシュの上限は σkで, オリ
ジナルサーバから配信される確率は, 1−Q(σk)で表せられる.
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第3章 ICN導入で他のASに与える影響の
導出

3.1 トランジット費の収益の変化の導出
ある ASyが新たに ICNを導入するとき, いくつかのコンテンツは yから直接配信され

るようになり, ある ASxのトラフィック量の減少が予想される. まずはこの減少する割合
を求めることで, トラフィック量削減による各ASのトランジット費の収益への影響を定量
化する.

3.1.1 downhill方向フロー流入確率の減少割合の導出
LjAS yが ICNを導入したとき, 一部の配信フローが, LiAS xの downhill方向に流れな

くなる（ICNが機能し xが影響を受ける）条件を考える.

まず, 配信フローが downhill方向に流れるのは, ASxの CC収容ユーザから, 非 CC収容
CPへの要求発生時で, yが xのCCである場合において, xの downhill方向の配信フロー
が削減される.(i < j) CCであるASは重複する (あるASは複数のASのCCになりえる）
ことを考慮しなければならないため, c2pリンク数に着目して, 再帰的に求める. LjAS y

が LiAS xの CCである確率をRcc
i,j とすると, 次のように表せられる.

P cc
i,j =

∑a
n=0(Ni − gcpi+1 − n)∑a

n=0(Ni − n)
(3.1)

ただし、a = P cc
i,j−1・Nj−1, で i = j − 1のとき a = 1とする.

次に, interestが xの CC収容ユーザから送出される場合であるが, yを経由せずに xに到
達するコンテンツ配信の場合, yの ICN導入は xに影響を与えないことを考慮する必要が
ある. そのため, 求めるべき確率は, xの CCであるユーザが yの CCである条件付き確率
である. ここで, ユーザもしくは, CPを収容する LkASの CCである確率は各々1/Nk で,

また, AS yがAS xのCCであるとき, ｙのCCであるユーザは, ｘのCCかつｙのCCで
あるといえることから,

P (yの CC|xの CC) =
P (xの CC ∧ yの CC)

P (xの CC)
=

P (yの CC)

P (yの CC)
=

Ni

Nj
(3.2)

となる.

さらには, 配信経路上で, すでに ICNを導入しているASがあり, そこでキャッシュされる

11



第 3章 ICN導入で他のASに与える影響の導出 12

場合も同様に, yの ICN導入は, xに新たに影響を与えない. ここで, 上位のレイヤに属する
ASほど規模が大きなことが予想されることから，Bk > Bk+1(1 ≤ k ≤ K − 1)と想定され
るため, ユーザから yまでの経路上と, yから xまでの経路上とで分けて考える. downhill

方向の配信経路上の ICN普及によって影響が出ない確率を P path
d,i,j とすると, 以下のように

得られる.

P path
d,i,j =

K∑
r=j

Wr∑K
n=j Wn

[
r∏

n=j+1

(1−Pn)+
r∑

m=j+1

m−1∏
n=j+1

(1−Pn)Pm{1−Q(σm)}]
j−1∑

n=i+1

(1−Pn)

(3.3)

ただし, ユーザのレイヤによる重み付けをし, 前半部分は, ユーザから yまでの経路上にお
いて, すべてのASで ICNが導入されていない場合, 後半部分は, yから xまでの経路上に
おいて, 一部のASで ICNが導入されており, ICN導入ASの最上位レイヤがmであるが,

キャッシュされていない場合にそれぞれ対応している.

最後に yでコンテンツがキャッシュされている確率は, 先述の通りで, Q(σj)である. 以上
の条件をすべて満たすとき, yの ICN導入は, 新たに xに影響を与える. よって, LjAS y

が ICNを導入したときの, LjAS xの downhill方向のフロー流入確率の減少割合を F dec
d,i,j

とすると
F dec
d,i,j = P cc

i,j ∗ P (yの CC|xの CC) ∗ P path
d,i,j ∗Q(σj) (3.4)

で表せられる.

3.1.2 uphill方向フロー流入確率の減少割合の導出
同様にして, LjAS yが ICNを導入したとき, 一部の配信フローが, LiAS xの uphill方

向に流れなくなる（ICNが機能し影響を受ける）条件を考える. 配信フローが uphill方向
に流れるのは, ASｘの非 CC収容ユーザから, CC収容 CPへの要求発生時である. その
ため, 求める確率は, yが xの非 CCである確率, xの非 CCであるユーザが yの CCであ
る確率, uphill方向の配信経路上の ICN普及によって影響が出ない確率で, それぞれ

¬P cc
i,j = 1− P cc

i,j

P (yの CC|xの非 CC) =
Ni

Nj(Ni − 1)

P path
u,i,j =

K∑
r=j

Wr∑K
n=j Wn

[

r∏
n=j+1

(1− Pn) +

r∑
m=j+1

m−1∏
n=j+1

(1− Pn)Pm{1−Q(σm)}]∗

K∑
r=j

K∑
s=i

min(r,s)∑
t=1

Gr,s,t
Wr∑K
n=j Wn

Ws∑K
n=iWn

{
j−1∏
n=t

(1− Pn)}

よって, LjAS yが ICNを導入したときの, LjAS xの uphill方向のフロー流入確率の減少
割合 F dec

u,i,j は以下のようになる.

F dec
d,i,j = ¬P cc

i,j ∗ P (yの CC|xの非 CC) ∗ P path
u,i,j ∗Q(σj) (3.5)
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第 3章 ICN導入で他のASに与える影響の導出 13

3.1.3 トラフィック量の変化からトランジット費の収益への変換
月間のトランジット費 T を, 受け取りと, 支払いの関係を考慮して, T pc

i,j を, LjASが ICN

を導入したときの, LiASがレイヤ i+ 1の customerASから受け取るトランジット費, T cp
i,j

を, LjASが ICNを導入したときの, 各 LiASがレイヤ i − 1の providerASへ支払うトラ
ンジット費とする. ICN導入による変化量は (2.2)よりそれぞれ

∆T pc
i,j = 100{1.08× 10−5LdU1∆Fi,j}0.75gpci (3.6)

∆T cp
i,j = 100{1.08× 10−5LdU1∆Fi,j}0.75gcpi (3.7)

となる. ただし Fkは次式で定義される.

∆Fi,j = F dec
u,i,j + F dec

d,i,j (3.8)

以上より, LjASが ICNを導入したときの, LiASの月間のトランジット費の変化量∆Ti,j

は∆T pc
i,j −∆T cp

i,j となり, LjASが ICNを導入したときの, 他ASへの影響は∑K
j=1∆Ti,jで

定量化できる.

3.2 配信遅延時間低減によるユーザからの収益の変化の導出
ICN導入でユーザにより近い位置からコンテンツを配信できることによって, 配信遅延

時間の低減が期待できる. 配信遅延時間が減少することで，ユーザの満足度が上がり，ユー
ザの支払い許容額の増加が予想される．今回は，配信時間を図る指標を経由ホップ数とし，
経由ホップ数の減少量を求めることで，遅延時間低減による各ASのユーザからの収益へ
の影響を定量化する．

3.2.1 hop数の平均減少量の導出
ホップ数は配信時のユーザと CPのレイヤに依存する．ユーザのレイヤを r，CPのレ

イヤを sとすると経由ホップ数は r + s − 1で表せられる．ここで，配信フローの経由最
上位レイヤが tとなる確率Gr,s,t，LkASに収容されたCPとユーザの比率Wkでそれぞれ
重み付けをし，元の経由ホップ数と ICN導入時の減少経由ホップ数をそれぞれ求める．

3.2.2 hop数の変化から収容ユーザによる収益への変換
各ユーザから徴収する月間アクセス費を Pr とすると，自身の収容ユーザから月間に受

けとるアクセス費Ai = PωkU1で表せられる．経由ホップ数を hとして，hのときの，各
ユーザが月間に支払うことが許容できる料金の期待値は， W (h) = fe(−fh) の指数分布
に従うとする．f = 1として，（ICN導入前のユーザからの収益期待値）-（ICN導入後の
ユーザからの収益期待値）によって収容ユーザからの月間アクセス費による収益の変化を
求める．

13 立命館大学情報理工学部



第4章 数値評価

4.1 トランジット費
すべてのレイヤの ICN普及率を同時に変化させた場合（Pall）の，トランジット費の変化

量の変化量を評価する．図 4.1に，新たに ICNを導入したあるASが，L1AS，L2AS，L3AS

3つの場合について，Pallを変化させたときの，各 iASの月間のトランジット費の変化量
∆Ti,j をプロットする．ユーザと CPの総数を各々U1 = 109，U2 = 104．また，各ユーザ
の月間平均コンテンツ視聴回数を d = 10，コンテンツの平均サイズをL = 3× 104Mbytes

に設定する．総コンテンツ数をM = 106，各コンテンツmの要求比率 qmを，パラメタ
θの Zipf分布に従うことを想定し qm = (mθ

∑M
j=1 1/j

θ)−1とする．最下位レイヤ LKAS

のキャッシュ容量を BK = Bmin に設定し，ϵ > 1の実数値をとるパラメタ ϵを用いて，
1 ≤ k < Kの各 kに対してBk = ϵBk+1とし，θ = 1，Bmin = 10，ϵ = 5に設定する．[13]

　いずれのレイヤの ICN導入時においても，レイヤ 1のASは，トラフィック量が減少す
るため，受け取るトランジット費が減少し，収益が減少する．一方で，レイヤ 2，3のAS

は収益が増加する．これは，レイヤ 2ASでは受け取るトランジット費の減少よりも，支払
うトランジット費の減少量が大きいためであり，レイヤ 3では，支払うトランジット費が
減少するためである．自身のCCに含まれるASが多いため，レイヤ 1のASの ICN導入
時が，他 ASのトランジット費の変化量が最も大きく，他 ASへ与える影響が大きい．ま
た，ICNが普及するにつれ，配信経路上ですでに他ASにキャッシュされているコンテン
ツが増加するため，新たな ICN導入が他ASへ与える影響は小さくなり，変化量は小さく
なる．

4.2 収容ユーザからの収益
図 4.2に，新たに 1AS，L2AS，L3ASがせれぞれ ICNを導入したときの，LiASのユー

ザからの収益の変化量を∆Aiとし，それぞれプロットする．各種条件は，4.1で述べた値
と同値に設定し，元々の ISPが各ユーザから徴収する月間アクセス費を Pr = 50USDに
設定した．[13]

　 ICN導入によって，収容ユーザからの収益は増加するのみで，減少する ASは無いが，
自身より下のレイヤが ICNを導入しても，自身の収容ユーザからの収益は増加しない．こ
れは，ICN導入ASはトランジット費削減のために，自身のCCのコンテンツはキャッシュ
せず，上位レイヤは下位レイヤのキャッシュの恩恵を受けないためである．また，各レイ
ヤのASの収益の変化は，上位のレイヤほど増加量が大きくなっているが，これは，自身
の収容するユーザ数が多いためである．

14



第 4章 数値評価 15

図 4.1: Average change of monthly profit of each AS

図 4.2: Average change of monthly profit of each AS
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第5章 まとめ

これまでの研究では，一部の ISPが ICNを導入した場合の収益に与える影響について
分析し，ICN 普及率の増加に伴い，レイヤ 2,3の収益は増加するが，レイヤ 1の収益は減
少することが分かった．本論では，ある ISPが ICNを導入したときの，他 ISPが受ける影
響を分析した．その結果，レイヤ 1のASの ICN導入時が，他ASへ与える影響が大きい
ことが分かった．また，ホップ数減少（による配信遅延時間低減）は各レイヤの ISPに対
し，少なくとも不利益はなく，一部の ISPに対し収益を増加させることが分かった．ユー
ザからの収益の増加は，市場への新たな資金の流入であり，ICN普及の可能性になるとい
える．以上から，今後は，レイヤ 1への ICN普及を促進する調整金システムを，今回の他
ISPに与える影響を基に検討する．
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